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●成果の活用事例

震後の危機管理対応事例等の道路震災

対策便覧（震災危機管理編）への反映
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１．はじめに

大規模地震が発生した場合、道路管理者には諸対

応を迅速かつ的確に行うことが求められる。そのた

め道路管理者は、あらかじめ震後の危機管理対応を

計画するとともに、地震発生後はその計画に基づき

的確に行動をとることが望まれる。また、平常時か

ら防災訓練等によって震後の危機管理対応を理解し

ておくことが重要となる。

２．道路管理者の震後危機管理対応の研究

道路管理者が震後の危機管理対応を計画し、それ

に基づく行動をとるためには、地震後における具体

的な対応を知ることが重要である。そのため、過去

の地震災害において道路管理者が行った危機管理対

応を調査しまとめた。ここでは、過去の災害記録集

や、平成19年新潟県中越沖地震等で情報収集活動な

どの対応を行った道路管理者へのヒアリング結果よ

り、具体的な対応事例について整理した。

また、各地で行なわれている地震防災訓練等から

訓練手法等を整理し、道路管理者の震後対応能力向

上に向けた訓練の実施方策をまとめた。

３．道路震災対策便覧（震災危機管理編）への反映

これらの研究成果を、道路震災対策便覧（震災危

機管理編）へ反映させた。本便覧の本編は、道路管

理者の震後の危機管理計画、行動方針等をとりまと

めた手引書として、平成23年2月に（社）日本道路協

会から発行されたものである。本編には、道路管理

者が震後の危機管理計画に沿って行動する上で参考

や教訓となる対応事例を紹介するとともに、地震防

災訓練の手法等についても記載した。
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小規模道路の平面線形の

限界に関する実験的検討
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１．背景と目的

道路構造令では、小規模道路の最小曲線半径

は、設計速度が20km/hの時に車種にかかわらず

15mと定められている。コスト縮減の観点から、

この規定の緩和を望む声はあるものの、これま

でその限界は明らかにされていない。そこで、

徐行を前提として、小規模道路の平面線形の限

界について実験的検討を行った。

２．走行実験のコースの設定

道路構造令で示された設計車両の回転性能の

限界を踏まえ、軌跡ソフトを用いて車両の旋回

軌跡図を作成した。次に、この図をもとに国土

技術政策総合研究所の構内に走行コースを設営

して走行実験を行い、実際の走行に必要な側方

余裕幅を明らかにした。

３．走行実験の結果

普通自動車（10tﾄﾗｯｸに相当）と小型自動車等

（大型乗用車に相当）の平均走行速度3～4km/h

程度での走行実験の結果、軌跡ソフトで求めた

最小曲線半径（普通自動車は11.0m、小型自動車

図 設計車両の旋回軌跡図と試験走路での実験風景

等は6.4m）での走行は可能であった。また、軌

跡ソフトで求められた曲線部での幅員の最大値

から、普通自動車、小型自動車等共に1.0mの余

裕幅があれば、走行できることがわかった。

ただし、この結果は、車両の追い越し、後進

や、車両相互及び車両と歩行者等との離合は考

慮していない点に留意する必要がある。

道路構造令の都道府県道、市町村道に関する

規定の多くは、地方自治体等が条例で定めるな

どの制度改正案が検討されている。今後の小規

模な道路の平面線形等の設計において、本稿の

知見が参考になることを期待している。
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